
 

 

 

島田市新庁舎建設工事入札に関する共通様式集 

 

（建 築 工 事） 

（電 気 設 備 工 事） 

（空気調和設備工事） 

（給排水衛生設備工事） 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年４月 12 日 

島田市 
 



各工事における様式対応表 ※様式１～様式 22  参考書類：①～③ 

様式
番号 

様式名 
工事種別 

建築 電気 空調 給排水衛生 

１ 質疑回答書 〇 〇 〇 〇 

２ 建設工事入札参加資格審査申請書 〇 〇 〇 〇 

３ 特定建設工事共同企業体協定書 〇 〇 〇 〇 

４ 電子入札利用届(JV 用) 〇 〇 〇 〇 

５ 参加資格審査調書 ※全構成員が提出すること。 〇 〇 〇 〇 

６ 許可等の状況 ※全構成員が提出すること。 〇 〇 〇 〇 

７ 同種工事等の施工実績表 〇    

８ 配置予定技術者等の資格・工事経歴 〇 〇 〇 〇 

９ 技術資料(表紙) ※該当工事名を記入 〇 〇 〇 〇 

10 評価点申請一覧(建築工事) 〇    

11 評価点申請一覧(電気設備工事、空気調和設備工事)  〇 〇  

12 評価点申請一覧(給排水衛生設備)    〇 

13 技術提案書 〇    

14 簡易な施工計画(技術的所見)  〇 〇  

15 企業の施工能力・地域貢献度等 ※全構成員が提出すること。 〇 〇 〇 〇 

16 配置予定技術者の能力 ※全構成員が提出すること。 〇 〇 〇 〇 

17 貸与品借用書 〇 〇 〇 〇 

18 貸与品返納書 〇 〇 〇 〇 

19 工事費内訳書(建築工事) 〇    

20 工事費内訳書(電気設備工事)  〇   

21 工事費内訳書(空気調和設備工事)   〇  

22 工事費内訳書(給排水衛生設備工事)    〇 

① 提出資料一覧(建築工事) 〇    

② 提出資料一覧(電気設備工事、空気調和設備工事)  〇 〇  

③ 提出資料一覧(給排水衛生設備工事)    〇 

 



（様式１） 

質  疑  回  答  書 

 

令和  年  月  日 

                   所在地 

                  商号又は名称 

                  代表者氏名                   

工事名 島田市新庁舎建設工事（〇〇工事） 

 

質 疑 箇 所 上 段 ： 質 疑 内 容 

No. 資料名称 頁 下 段 ： 回     答 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

    

 

    

 

    

 

※質疑が 2 枚以上になる場合も、この様式を複写して使用すること。 

 電子入札システムでは、ワード版で添付してください。 



(様式２) 

 

建設工事入札参加資格審査申請書 

 

令和  年  月  日 

 

島田市長 

 

         共同企業体の名称 

 

所在地 

         代表構成員     商号又は名称 

代表者氏名             ○印 

 

所在地 

         その他の構成員１  商号又は名称 

代表者氏名             ○印 

 

所在地 

         その他の構成員２  商号又は名称 

代表者氏名             ○印 

 

 

 

 このたび、連帯責任によって下記工事の共同企業体による競争入札に参加するため、

特定建設工事共同企業体を結成したので、競争入札参加資格の審査を申請します。 

 なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約しま

す。 

 

記 

 
１ 工事名      島田市新庁舎建設工事（〇〇工事） 
 
２ 上記工事に伴う附帯工事 



(様式３) 

 

特定建設工事共同企業体協定書 

 

  （目的） 

第１条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。 

(1) 島田市発注に係る島田市新庁舎建設工事（○○工事）（当該工事内容の変更

に伴う工事を含む。以下、｢建設工事｣という｡)の請負 

(2) 前号に附帯する工事 

  （名称） 

第２条 当共同企業体は、○○○○○特定建設工事共同企業体（以下「当企業体」

という｡)と称する。 

  （事務所の所在地） 

第３条 当企業体は、事務所を○○○○○○○○○に置く。 

  （成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当企業体は、○○年○月○日に成立し、建設工事の請負契約の履行後３か

月を経過するまでの間は、解散することができない。 

２  建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にか

かわらず、当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。 

  （構成員の所在地及び名称） 

第５条  当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

    所在地  ○○○○○○○○○○○ 

    名  称  ○○○○○○○○ 

    所在地  ○○○○○○○○○○○ 

    名  称  ○○○○○○○○ 

  所在地  ○○○○○○○○○○○ 

    名  称  ○○○○○○○○ 

  （代表者の名称） 

第６条  当企業体は、○○○○○○○を代表者とする。 

  （代表者の権限） 

第７条  当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し、当企業体を代表して、発注

者及び監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって請負代金（前払金及

び部分払金を含む｡)の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有

するものとする。 

  （構成員の出資の割合） 

第８条  各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該工事について

発注者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないもの

とする。 

    ○○○○○○○    ○○％ 

    ○○○○○○○    ○○％ 

  ○○○○○○○    ○○％ 



 

２  金銭以外のものによる出資については、時価をしん酌のうえ構成員が協議して

評価するものとする。 

  （運営委員会） 

第９条  当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、建設工事の完成に当

たるものとする。 

  （構成員の責任） 

第10条  各構成員は、建設工事の請負契約の履行に関し、連帯して責任を負うもの

とする。 

  （取引金融機関） 

第11条  当企業体の取引金融機関は、○○○○○○○○とし、代表者の名義により

設けられた別口預金口座によって取引するものとする。 

  （決算） 

第12条  当企業体は、工事竣工の都度当該工事について決算するものとする。 

  （利益金の配当の割合） 

第13条  決算の結果利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構

成員に利益金を配当するものとする。 

  （欠損金の負担の割合） 

第14条  決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成員

が欠損金を負担するものとする。 

  （権利義務の譲渡の制限） 

第15条  本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。 

  （工事途中における構成員の脱退に対する措置） 

第16条  構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が建設工事

を完成する日までは脱退することはできない。 

２  構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合におい

ては、残存構成員が共同連帯して建設工事を完成する。 

３  第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資

の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員

が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割

合とする。 

４  脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の

結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなか

った場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。 

５  決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行われ

ない。 

  （工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置） 

第17条  構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合において

は、前条第２項から第５項までを準用するものとする。 

  （解散後の契約不適合責任） 

第18条  当企業体が解散した後においても、工事目的物が種類又は品質に関して契約



 

の内容に適合しないものであったときは、各構成員は共同連帯して目的物の修補又

は代替物の引渡しによる履行の追完等の責に任ずるものとする。 

  （協定書に定めない事項） 

第19条  この協定書に定めない事項については、運営委員会において定めるものと

する。 

 

 ○○○○○外○者は、上記のとおり○○特定建設工事共同企業体協定を締結した

ので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自

所持するものとする。 

 

  令和    年   月   日 

        

代 表 構 成 員 所在地 

代 表 構 成 員 商号又は名称 

代 表 構 成 員 代表者氏名             ㊞ 

 

その他の構成員   所在地 

         その他の構成員１ 商号又は名称 

その他の構成員   代表者氏名             ㊞ 

 

       所在地 

 その他の構成員２ 商号又は名称 

その他の構成員   代表者氏名             ㊞ 

 



（様式４） 
電子入札利用届（ＪＶ用） 

 

令和  年  月  日 

 

 島田市長 

 

          共同企業体の名称 

          代表構成員   所在地 

                  商号又は名称 

                   代表者氏名              ○印  

          その他構成員１ 所在地 

                  商号又は名称 

                   代表者氏名              ○印  

          その他構成員２ 所在地 

                  商号又は名称 

                   代表者氏名              ○印  

 

 

 島田市の電子入札に参加したいので、下記関係書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

   利用者情報（利用者登録の内容を印刷したもので、登録するＩＣカードの 

  情報を含むもの｡) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式５） 

参加資格審査調書 

令和  年  月  日 

 

所在地 

商号又は名称 

代表者氏名           

 

 

次の(1)～(7)に掲げる項目において、全てに該当していないことを誓約します。虚偽の事

項があった場合は、いかなる措置を受けても異議ありません。 

 

 

(1) 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４の規定に該当する企業 

(2) 島田市入札参加資格者名簿に登録されていない企業 

  (3) 建設業法（昭和24年法律第100号）第28条第３項の規定による営業停止の期間中の企業 

(4) 本工事の資格審査申請書の受付開始日から落札者の決定日までの期間に、静岡県又は本市

で指名停止措置を受けている企業 

(5) 島田市工事請負契約等に係る暴力団及びその関係者排除措置要領に基づく指名排除を受け

ている期間中の企業 

(6) 下記の法律の規定による申立て等がなされている企業 

○会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)の規定に基づく更生手続開始の申立て 

○民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)の規定に基づく再生手続開始の申立て 

  (7) 対象工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本面若しくは人事面において関連

がある企業 

 ＜設計業者の受託者＞ 

  愛知県名古屋市中区栄四丁目３番 26 号 昭和ビル 

  株式会社 石本建築事務所 名古屋オフィス 

 

 



（様式６) 

許可等の状況  

令和  年  月  日 

 

所在地  

   商号又は名称  

  代表者氏名           

項  目  内    容  

建 設 業 法 第 ３ 条 に 規

定 す る 建 設 業 の 許 可

の状況  

 

静岡県内にある営業

所等の状況  

 

志太榛原地域にある

主たる営業所の状況  

 

島田市内にある主た

る営業所の状況  

 

建 設 業 法 第 27 条 の

23 に規定する経営事

項審査の結果  

 

  （注）許可書等の写しを添付すること。 



(様式７) 

同種工事等の施工実績表 

令和  年  月  日 

 

  工 事 名 島田市新庁舎建設工事（建築工事） 

 

   所在地 

   商号又は名称 

   代表者氏名              

 

工 
  

事  
 

名 
  

称  
 

等 

工 事 名  

発注機関名  

履 行 場 所  

契 約 金 額  

工 期     年    月    日  ～        年    月    日 

受注形態等 単体  ／              ＪＶ（出資比率    ％） 

工 
  

事  
 

概 
  

要  
 

等 

工事形態  新築 ・ 増築 構  造 ＲＣ造 ・ ＳＲＣ造 

工 事 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） １  過去において施工した工事等を１件記載すること。 

 ２  記載した施工実績を証明する書類を添付すること。（例：工事実績データ、契約書の

写し） 

 ３  共同企業体で施工した場合は、共同企業体に係る協定書の写しを添付すること。 



(様式８) 

配 置 予 定 技 術 者 等 の 資 格 ・ 工 事 経 歴  

 

令 和   年   月   日  

 

所在 地              

商 号 又 は 名 称           

代 表 者 氏 名            

区分  監理技術者  監理技術者  

氏 名 

  

生 年 月 日 

 

 
 

 

 
 

最 終 学 歴 

 

 
 

 

 
 

法 令 に よ る 

免 許 

 

 
 

 

 
 

主

な

工

事

実

績  

工 事 名 

 

 
 

 

 
 

発  注 

機 関 名 

 

 
 

 

 
 

 

施工場所 
 

 

 
 

 

 
 

 

契約金額 

 

 
 

 

 
 

工  期 

  

 
 

従事役職 

 

 
 

 

 
 

 

工事内容 

  

  (注１) 法令による免許については、免許を証する書面の写しを添付すること。 

 （注２）国土交通大臣指定の監理技術者講習を受講している者の監理技術者資格者証

の写しを添付すること。 

  (注３) 当該技術者との雇用関係を証する書面（健康保険被保険者証等）の写しを添

付すること。 



（様式９） 
技術資料（表紙） 

令和  年  月  日  

 

島田市長  

         提出者 所在地  

                 商号又は名称 

                 代表者氏名 

 

 

島田市新庁舎建設工事（〇〇工事） 

 

技 術 資 料 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先 部 署：○○部 ○○課  

    氏 名：○○○○ 

   電 話：○○○○―○○―○○○○ 

               e-mail：○○○○@○○○○ 



(様式10)

島田市長　　
所在地

商号又は名称

代表者氏名

下記工事の総合評価項目について、当企業体の評価点を申請します。

1 行契工　第４号

2 島田市新庁舎建設工事（建築工事）

3 島田市中央町地内

4 総合評価のタイプ： 標準型 受注形態： 共同企業体

申請評価基準

申請評価基準

企業の社会性・信頼性等について

申請評価基準

申請点合計

※

※

※

※

市内企業の施工割合

災害協定の締結の有無

災害協定を締結している者のうち、建設機械３台以
上を自社保有又は長期リース契約あり

平成28年度以降の災害協定に基づく活動実績
の有無

島田市との災
害協定締結状
況

令和　　年　　月　　日

㊞

次世代育成支援企業としての認証の有無

評価項目

品質管理・環境マネジメントシステムの取り組み状況

平成28年度から令和２年度までの優良技術者の輩出状況

平成23年度から令和２年度までの同種・類似工事の施工実績の有無

評価項目

配置予定技術者の能力について

代表構成員の技術者の資格　（工種：建築一式工事）

評価項目

入札番号

障害者雇用企業としての名簿への登録の有無

企業の施工能力について

評定点申請

工事場所

工事名

平成30年度から令和２年度までの継続教育（CPD)の取組状況

令和２年度における地域ボランティア活動実績の有無

平成28年度から令和２年度までの優良技術者の表彰有無

申請点

平成23年度から令和２年度までの主任（監理）技術者としての
施工経験※代表構成員のみ

その他構成員１の技術者の資格　（工種：建築一式工事）

その他構成員２の技術者の資格　（工種：建築一式工事）

虚偽の申請を行った場合、入札参加制限を行う場合がある。

評価点申請一覧

記

点

本申請書の申請点に誤りがあった場合について、本来の評価より自己申請が低い場合は修正を行わず、自己申請が高い
場合のみ本来の評価に下方修正する。

配置予定技術者の能力は、複数の技術者を申請する場合、各配置予定技術者のうち評価の合計が最も低い者の氏名を
記入し、その技術者の点数を申請すること。

本申請書のほか、入札公告に記載の資料を提出すること。なお、根拠書類が提出できない場合や資格要件を満たしていな
い場合等は、入札を無効とする場合がある。

申請点

申請点



（様式11）

島田市長　　
所在地

商号又は名称

代表者氏名

下記工事の総合評価項目について、当企業体の評価点を申請します。

1 行契工　第〇号 ※入札に参加する入札番号を記載してください。

2 島田市新庁舎建設工事（〇〇設備工事）※入札に参加する工事名を記載してください。

3 島田市中央町地内

4 総合評価のタイプ： 簡易型Ⅰ 受注形態： 共同企業体

申請評価基準

申請評価基準

企業の社会性・信頼性等について

申請評価基準

申請点合計

※

※

※

※

申請点

平成23年４月以降の主任（監理）技術者又は現場代理人として
の施工経験　※代表構成員のみ

虚偽の申請を行った場合、入札参加制限を行う場合がある。

評価点申請一覧

記

点

本申請書の申請点に誤りがあった場合について、本来の評価より自己申請が低い場合は修正を行わず、自己申請が高い
場合のみ本来の評価に下方修正する。

配置予定技術者の能力は、複数の技術者を申請する場合、各配置予定技術者のうち評価の合計が最も低い者の氏名を
記入し、その技術者の点数を申請すること。

本申請書のほか、入札公告に記載の資料を提出すること。なお、根拠書類が提出できない場合や資格要件を満たしてい
ない場合等は、入札を無効とする場合がある。

申請点

平成30年度から令和２年度までの継続教育（CPD)の取組状況

平成28年度から令和２年度までの優良技術者の表彰有無

配置予定技術者の能力について

評価項目

入札番号

企業の施工能力について

評定点申請

工事場所

工事名

令和　　年　　月　　日

㊞

品質管理・環境マネジメントシステムの取り組み状況

平成28年度から令和２年度までの優良技術者の輩出状況

平成23年度から令和２年度までの同種・類似工事の施工実績の有無

評価項目

次世代育成支援企業としての認証の有無

評価項目

障害者雇用企業としての名簿への登録の有無

令和２年度における地域ボランティア活動実績の有無

市内企業の施工割合

災害協定の締結の有無

災害協定を締結している者のうち、建設機械４台以
上を自社保有又は長期リース契約あり

平成28年度以降の災害協定に基づく活動実績
の有無

島田市との災
害協定締結状
況

申請点



（様式12）

島田市長　　
所在地

商号又は名称

代表者氏名

下記工事の総合評価項目について、当企業体の評価点を申請します。

1 行契工　第７号

2 島田市新庁舎建設工事（給排水衛生設備工事）

3 島田市中央町地内

4 総合評価のタイプ： 簡易型Ⅱ 受注形態： 共同企業体

申請評価基準

申請評価基準

企業の社会性・信頼性等について

申請評価基準

申請点合計

※

※

※

※

令和　　年　　月　　日

㊞

品質管理・環境マネジメントシステムの取り組み状況

平成28年度から令和２年度までの優良技術者の輩出状況

平成23年度から令和２年度までの同種・類似工事の施工実績の有無

評価項目

配置予定技術者の能力について

評価項目

入札番号

平成30年度から令和２年度までの継続教育（CPD)の取組状況

次世代育成支援企業としての認証の有無

評価項目

障害者雇用企業としての名簿への登録の有無

令和２年度における地域ボランティア活動実績の有無

申請点

平成23年４月以降の主任（監理）技術者又は現場代理人として
の施工経験　※代表構成員のみ

企業の施工能力について

評定点申請

工事場所

工事名

虚偽の申請を行った場合、入札参加制限を行う場合がある。

評価点申請一覧

記

点

本申請書の申請点に誤りがあった場合について、本来の評価より自己申請が低い場合は修正を行わず、自己申請が高い
場合のみ本来の評価に下方修正する。

配置予定技術者の能力は、複数の技術者を申請する場合、各配置予定技術者のうち評価の合計が最も低い者の氏名を
記入し、その技術者の点数を申請すること。

本申請書のほか、入札公告に記載の資料を提出すること。なお、根拠書類が提出できない場合や資格要件を満たしてい
ない場合等は、入札を無効とする場合がある。

申請点

平成28年度から令和２年度までの優良技術者の表彰有無

市内企業の施工割合

災害協定の締結の有無

災害協定を締結している者のうち、建設機械３台以
上を自社保有又は長期リース契約あり

平成28年度以降の災害協定に基づく活動実績
の有無

島田市との災
害協定締結状
況

申請点



(様式 13) 

技 術 提 案 書 

 

所在地                

商号及び名称             

代表者氏名              

 

＜工事名：島田市新庁舎建設工事（建築工事）＞ 

課題  

提案項目  

（記入すべき項目） 

１ 提案の概要 

  （標準案との相違点を含め、提案の概要を記述する。） 

 

 

 

２ 具体的な方法の記述 

 (1）○○に関すること 

  （提案の確実性、安全性についても分かるように記述すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 上記提案の工業所有権等の排他的権利の有無 

 

 

 

 

 

 

 

※ 必要に応じて構造図や説明用の図表（Ａ３判片面）を添付すること。 

※ １提案につき様式１枚に記載すること。 

 



（様式 14） 

簡 易 な 施 工 計 画 （ 技 術 的 所 見 ） 

 

 所在地                 

商号及び名称              

   代表者氏名               

 

＜工事名：島田市新庁舎建設工事（〇〇設備工事）＞ 

  課題：                         

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

 

（注意事項） 

・白紙の場合は、「簡易な施工計画」が適正と認められず、本入札に参加する

ことができない。 

 ・５提案を限度とし箇条書きにより記載すること。上限以上の提案がなされ

た場合には評価対象外とする。 

・提案事項のうち、説明資料が必要な場合は、別添資料（様式自由）を提出

することができる。 



（様式 15） 

企 業 の 施 工 能 力 ・ 地 域 貢 献 度 等 
 

                       所在地 

                       商号及び名称 

                       代表者氏名 

工

事

名

称

等 

工事名称  

発注先  

施工場所  

請負金額 

（税込）円 
 

受注形態 

 
共同企業体名とその構成員名及び出資比率（％）も記載すること。 
 

工事概要 
同種及び類似工事が確認できる内容（用途種別、構造・階数、延床面積、工事種別等

の同種・類似工事の条件に該当する内容）を記載すること。 

優良技術者輩出の有無 
   有   ・   無 

 受賞年度、受賞者及び受賞工事名（                             ）

ＩＳＯ認証取得状況  取得している認証（ISO9001・ISO14001・エコアクション 21） 取得年月日（  ○年○月○日） 

島田市との災害協定  締結あり（建設業組合の加入  あり） ・ 締結なし 

島田市での災害協定に

基づく活動実績 
実績あり  ・ 実績なし 

建設機械所有    有   ・  無 

ボランティア活動 取組実績あり  ・  実績なし 

障害者の雇用状況  雇用あり  ・  雇用なし 

静岡県次世代育成支援

企業認証の有無 
 認証あり  ・   認証なし 

市内企業施工割合        ％ 

注１：施工実績は、元請としての完成実績とし、JV で実施する場合は、代表構成員の完成実績を評価対象とする。 

   JV 工事の施工実績は、出資比率 20％以上の場合を評価対象とする。 

注 2：記入した工事について、CORINS の工事カルテ（一般データ）を添付すること。CORINS への登録がない場合は、契約

書の写し（表題部及び実績の記載がある箇所）を添付すること。 

注 3：優良技術者輩出の有無について、島田市発注工事において、平成 28 年度～令和２年度に技術者表彰受賞者を輩出し

た場合は有に○を付し、受賞年度、受賞者及び対象工事名を記載すること。輩出がない場合は無に○を付すこと。

代表構成員、その他構成員 1 又はその他構成員２のいずれかを評価対象とする。 

注 4：ＩＳＯ及びエコアクション 21 の認証取得がある場合、それを証明する書類を添付すること。 

   代表構成員、その他構成員１又はその他構成員２のいずれかを評価対象とする。 

注 5：災害協定とは、島田市と災害時における応急対策業務（応急仮設住宅建設協定を含む）に係る協定をいう。 災害協

定の締結が確認できる書類を添付すること。 

活動実績とは、平成 28 年度以降、災害協定に定める災害時における応急対策業務（応急仮設住宅建設協定を含

む）の実績をいう。 

平成 28 年度以降、建設業組合等が島田市と締結していた場合も対象（その場合組合加入ありに○を付す） 

代表構成員、その他構成員１又はその他構成員２のいずれかを評価対象とする。 

注 6：建設機械の所有は、島田市と災害協定を締結し経営規模等評価通知書に記載のある数が３台以上所有していること

をいう。経営規模等評価通知書の写しを添付すること。 



注 7：ボランティア活動実績とは、令和２年度に島田市内における道路・河川・公園等の公共土木施設の美化活動、農

地・森林等で地域や行政の協働で実施する環境の保全活動、交通安全・防犯活動、福祉・医療・教育に係る支援活

動で、企業として取組の活動（団体の構成員としての活動やその他団体の企画活動、町内会等の要請に基づき行っ

た活動、地域住民等との協働活動、建設業協会等が主催する活動実績を含む。） 

根拠書類（計画書（実績書）、写真、新聞記事等）を添付すること。 

代表構成員、その他構成員１又はその他構成員２のいずれかを評価対象とする。 

注 8：障害者の雇用があれば、静岡県の障害者雇用企業審査結果通知書の写しを添付すること。 

代表構成員、その他構成員１又はその他構成員２のいずれかを評価対象とする。 

注 9：静岡県次世代育成支援企業に認証されている場合は、静岡県次世代育成支援企業認証書の写しを添付すること。 

代表構成員、その他構成員１又はその他構成員２のいずれかを評価対象とする。 



(様式 16) 
配 置 予 定 技 術 者 の 能 力 

    所在地 

       商号及び名称 

      代表者氏名             

配置予定技術者の氏名 主任（監理）技術者 

最  終  学  歴 卒 業 年 月  学 校 名  

法令による資格・免許 
注１ 

（資格・免許名） 登 録 番 号  

取 得 年 月  

（資格・免許名） 登 録 番 号  

取 得 年 月  

（資格・免許名） 登 録 番 号  

取 得 年 月  

法 令 に よ る 資 格 

（ 監 理 技 術 者 ） 
注１ 

資 格 者 証 番 号  有 効 期 限 
※最新のものを記載する

こと 

講習修了証番号  修 了 年 月 日 
※最新のものを記載する

こと 

施
工
実
績 

工 事 名 ※代表構成員の配置予定技術者で同種・類似工事がある場合のみ記載すること 

発 注 機 関  

施 工 場 所  

契 約 金 額  

工 期     年  月  日 ～     年  月  日 

従 事 役 職 ※主任（監理）技術者、現場代理人の別を記載すること 

工 事 内 容 
※同種及び類似工事が確認できる内容（用途種別、構造・階数、延床面積、工事種

別等の同種・類似工事の条件に該当する内容）を記載すること 

CORINS への登録 注２ あり なし 登 録 番 号  

C P D (継続教育)の状況 

注３ 

取 得 単 位  証明書発行団体名  

単 位 取 得 期 間    年  月  日 ～    年  月  日 

申
請
時
の
他
工
事
の
従
事
状
況

工 事 名  

発 注 機 関 名  

工 期     年  月  日   ～    年  月  日 

従 事 役 職  

本工事と重複する 

場 合 の 対 応 措 置 
 

C O R I N S への登録 あり なし 登 録 番 号  

優良技術者表彰の有無 
受賞年度(H28～R2)  

表彰対象工事  

◎証明資料の提出：事前確認型の場合、入札前に全ての入札参加者が以下の資料を作成し、提出する。 

注１ 配置予定技術者の資格・免許等を確認できる書類の写しを添付すること。 

   ※以下、各項目に選択肢が記載されている場合は、該当に○を付すこと。 

注２ 記載した工事を確認できる資料として、CORINS の工事カルテ（CORINS への登録がない場合は、同種工事又は類似

工事の条件が確認できる契約書の写し、契約図面の写し、主任技術者等通知書の写し）等を添付すること。 

共同企業体としての施工経験は、出資比率 20％以上のものに限る。なお、低入札価格調査制度による補助技術者

は評価しない。 

注３ CPD（継続教育）の実績について、建築 CPD 運営会議（CPD 推奨(目標)単位を設定している各構成団体を含む。）及

び公益社団法人日本技術士会のうち、１団体の継続教育を評価する。評価基準は、平成 30 年度から令和２年度の

過去３か年度のうち、任意の１年間における取得単位で評価する。根拠書類として、各団体が発行する取得単位の

証明書の写しを提出すること。 

注４ 複数の技術者を登録する場合（数に制限はない）は、本様式を複写し作成すること。 



継続教育（CPD）の評価対象団体と推奨（目標）単位 
 

団 体 名 年間推奨（目標）単位※１ 証明書の種類 
建築 CPD 運営会議 ※２※３ 12 認定時間 建築 CPD 実績証明書 

（公社）日本建築士会連合会 12CPD 単位  
（公社）日本建築家協会（JIA） 36 単位 

（５年間で 108 単位） 
 
 
 

各団体が発行する CPD
実績証明書等 

（公社）空気調和・衛生工学会    50 ポイント 
（一社）建築設備技術者協会 50 単位 

（５年間で 250 単位） 
（一社）交通工学研究会 50 単位 
（一財）建設業振興基金 12CPD 単位 
（公社）日本技術士会 50CPD 時間 

（３年間で 150CPD 時間）

技術士 CPD 登録証明書 

建築 CPD 運営会議の認定プログラムを

主催する団体 
  主催団体が発行する建築

CPD 個人実績票等 
 

※１ 年間推奨時間数がなく複数年のものがある場合は、１年間に割り戻した時間数等とする。 
※２ 【構成団体等】 
   学識経験者、国土交通省、（公社）日本建築士会連合会、（一社）日本建築士事務所協会連合会、（公社）日本建築

家協会、（一社）日本建設業連合会、（一社）日本建築学会、建築設備士関係団体 CPD 協議会（（公社）空気調和・

衛生工学会、（一社）建築技術者協会、（一社）電気設備学会、（一社）日本設備設計事務所協会、（公財）建築技術

普及センター含む。）、（一社）日本建築構造技術者協会、（一財）建設業振興基金、（公財）建築技術普及センター 
※３ 事務局：（公財）建築技術教育普及センター 
 
 



 （様式17） 

 

貸与品借用書 

 

 

令和  年  月  日  

 

島田市長  

 

                        所在地 

                        商号又は名称 

                        代表者氏名             ○印  

 

 

 令和３年４月 12 日に公告された「島田市新庁舎建設工事（〇〇工

事）」において、入札書類である「発注仕様書（添付資料）」を受領

したので、借用書を提出します。 

 

記 

 

１ 品名：発注仕様書添付書類等 

２ 規格：CD-R 

３ 数量：１枚 

４ 貸与期間：令和３年５月７日（金）午後５時まで 

５ 返納場所：島田市中央町１番の１（島田市役所２階） 

         島田市 行政経営部 契約検査課 TEL0547-36-7220 



（様式18） 

 

貸与品返納書 

 

 

令和  年  月  日  

 

島田市長  

 

                        所在地 

                        商号又は名称 

                        代表者                ○印  

 

 

 令和３年４月 12 日に公告された「島田市新庁舎建設工事（〇〇工

事）」において、貸与品である「発注仕様書（添付資料）」を返納し

ます。 

 

記 

 

１ 品名：発注仕様書添付書類等 

２ 規格：CD-R 

３ 数量：１枚 

４ 返納場所：島田市中央町１番の１（島田市役所２階） 

         島田市 行政経営部 契約検査課 TEL0547-36-7220 

 



(様式 19) 

 

 

工 事 費 内 訳 書 

 

令和  年  月  日 

 

                   所在地 

                   商号又は名称 

                   代表者の氏名 

 

１ 入 札 番 号  行契工 第４号 

 

２ 建 設 工 事 名  島田市新庁舎建設工事（建築工事） 

 

３ 建設工事箇所  島田市中央町地内 

  

４ 工 事 費 内 訳 

 

内   訳 金    額 

直接工事費 

建築工事 円

外構工事 円

昇降機設備工事 円

建築工事（解体） 円

 電気設備工事（解体） 円

 機械設備工事（解体） 円

計 円

共 通 費 

 共通仮設費 円

 現場管理費 円

一般管理費等 円

計 円

有価物売却費 円

工事価格 円

 

 

 

 



(様式 20) 

                             

 

工 事 費 内 訳 書 

 

令和  年  月  日 

 

                   所在地 

                   商号又は名称 

                   代表者の氏名 

 

１ 入 札 番 号  行契工 第５号 

 

２ 建 設 工 事 名  島田市新庁舎建設工事（電気設備工事） 

 

３ 建設工事箇所  島田市 中央町 地内 

 

４ 工 事 費 内 訳 

 

内   訳 金    額 

直接工事費 

電気設備工事 円

計 円

共通費 

共通仮設費 円

 現場管理費 円

 一般管理費 円

計 円

工事価格 円

 

 

 



(様式 21) 

                             

 

工 事 費 内 訳 書 

 

令和  年  月  日 

 

                   所在地 

                   商号又は名称 

                   代表者の氏名 

 

１ 入 札 番 号  行契工 第６号 

 

２ 建 設 工 事 名  島田市新庁舎建設工事（空気調和設備工事） 

 

３ 建設工事箇所  島田市 中央町 地内 

 

４ 工 事 費 内 訳 

 

内   訳 金    額 

直接工事費 

 機械設備工事 円

計 円

共通費 

 共通仮設費 円

 現場管理費 円

 一般管理費 円

計 円

工事価格 円

 

 

 

 



(様式 22) 

                             

 

工 事 費 内 訳 書 

 

令和  年  月  日 

 

                   所在地 

                   商号又は名称 

                   代表者の氏名 

 

１ 入 札 番 号  行契工 第７号 

 

２ 建 設 工 事 名  島田市新庁舎建設工事（給排水衛生設備工事） 

 

３ 建設工事箇所  島田市 中央町 地内 

 

４ 工 事 費 内 訳 

 

内   訳 金    額 

直接工事費 

機械設備工事 円

計 円

共通費 

共通仮設費 円

現場管理費 円

一般管理費 円

計 円

工事価格 円

 

 

 



(参考書類①) 
提出書類一覧（建築工事） 

１ 参加申請締切時に提出が必要な書類 

(ｱ)共同企業体に関するもの 

□ 様式２ 建設工事入札参加資格審査申請書 

□ 様式３ 特定建設工事共同企業体協定書の写し 

□ 様式４ 電子入札利用届（JV 用）※紙入札による参加の承諾を得た者は提出不要 

□ 様式５ 参加資格審査調書 

□ 様式６ 許可等の状況 

□ 

添付資料 入札参加資格に係る根拠書類 

□ 
各構成員の建設業許可通知書の写し又は受付印のある建設業の許可申請書の様式第１号

及び別紙又は様式第 22 号の２の写し等 

□ 各構成員の参加資格条件となる営業所の所在地を証する書類 

□ 各構成員の総合評定値通知書の写し 

(ｲ)代表構成員に関するもの 

□ 様式７ 同種工事等の施工実績表 

□ 添付資料 契約書の写し又は工事カルテ（CORINS）の写し 

(ｳ)各構成員の配置予定技術者に関するもの 

□ 様式８ 配置予定技術者等の資格・工事経歴 

□ 

添付資料 配置予定技術者の資格等に係る根拠書類 

□ 法令による免許については、免許を証する書面の写し 

□ 配置予定技術者が営業所の専任技術者でないことを証する書面の写し 

□ 配置予定技術者との雇用関係を証する書面の写し 

□ 監理技術者資格者証の写し及び「監理技術者講習修了証」の写し 

(ｴ)技術資料に関するもの 

□ 様式９ 技術資料（表紙） 

□ 様式 10 評価点申請一覧 



□ 様式 13 技術提案書 

□ 

様式 15 企業の施工能力・地域貢献度等 

様式 16 配置予定技術者の能力 

添付資料 
同種・類似工事の施工実績若しくは施工経験に係る根拠書類 

※設定されている条件（構造、請負金額、延床面積、配置予定技術者の氏名・

□ 契約書の写し、又は工事カルテ（CORINS）の写し 

□ 
当該工事の概要が記された設計図書の写し・図面等（同種工事又は類似工事の条件を確

認できる書類） 

□ 主任技術者等通知書 

２ 設計図書の交付時に必要な書類 

□ 様式 17 貸与品借用書 

□ 様式 18 貸与品返納書 

３ 入札書提出時に必要な書類 

□ 様式 19 工事費内訳書（建築工事） 

  



(参考書類②) 
提出書類一覧（電気設備工事、空気調和設備工事） 

１ 参加申請締切時に提出が必要な書類 

(ｱ)共同企業体に関するもの 

□ 様式２ 建設工事入札参加資格審査申請書 

□ 様式３ 特定建設工事共同企業体協定書の写し 

□ 様式４ 電子入札利用届（JV 用）※紙入札による参加の承諾を得た者は提出不要 

□ 様式５ 参加資格審査調書 

□ 様式６ 許可等の状況 

□ 

添付資料 入札参加資格に係る根拠書類 

□ 
各構成員の建設業許可通知書の写し又は受付印のある建設業の許可申請書の様式第１号

及び別紙又は様式第 22 号の２の写し等 

□ 各構成員の参加資格条件となる営業所の所在地を証する書類 

□ 各構成員の総合評定値通知書の写し 

(ｲ)各構成員の配置予定技術者に関するもの 

□ 様式８ 配置予定技術者等の資格・工事経歴 

□ 

添付資料 配置予定技術者の資格等に係る根拠書類 

□ 法令による免許については、免許を証する書面の写し 

□ 配置予定技術者が営業所の専任技術者でないことを証する書面の写し 

□ 配置予定技術者との雇用関係を証する書面の写し 

□ 監理技術者資格者証の写し及び「監理技術者講習修了証」の写し 

(ｳ)技術資料に関するもの 

□ 様式９ 技術資料（表紙） 

□ 様式 11 評価点申請一覧（〇〇設備工事） 

□ 様式 14 簡易な施工計画（技術的所見） 

□ 様式 15 企業の施工能力・地域貢献度等 

□ 様式 16 配置予定技術者の能力 



□ 

添付資料 
同種・類似工事の施工実績若しくは施工経験に係る根拠書類 

※設定されている条件（構造、請負金額、延床面積、配置予定技術者の氏名・

□ 契約書の写し、又は工事カルテ（CORINS）の写し 

□ 
当該工事の概要が記された設計図書の写し・図面等（同種工事又は類似工事の条件を確

認できる書類） 

□ 主任技術者等通知書 

２ 設計図書の交付時に必要な書類 

□ 様式 17 貸与品借用書 

□ 様式 18 貸与品返納書 

３ 入札書提出時に必要な書類 

□ 様式 20(21) 工事費内訳書（電気設備工事）（工事内訳書（空気調和設備工事）） 

 



(参考書類③) 
提出書類一覧（給排水衛生設備工事） 

１ 参加申請締切時に提出が必要な書類 

(ｱ)共同企業体に関するもの 

□ 様式２ 建設工事入札参加資格審査申請書 

□ 様式３ 特定建設工事共同企業体協定書の写し 

□ 様式４ 電子入札利用届（JV 用）※紙入札による参加の承諾を得た者は提出不要 

□ 様式５ 参加資格審査調書 

□ 様式６ 許可等の状況 

□ 

添付資料 入札参加資格に係る根拠書類 

□ 
各構成員の建設業許可通知書の写し又は受付印のある建設業の許可申請書の様式第１号

及び別紙又は様式第 22 号の２の写し等 

□ 各構成員の参加資格条件となる営業所の所在地を証する書類 

□ 各構成員の総合評定値通知書の写し 

(ｲ)各構成員の配置予定技術者に関するもの 

□ 様式８ 配置予定技術者等の資格・工事経歴 

□ 

添付資料 配置予定技術者の資格等に係る根拠書類 

□ 法令による免許については、免許を証する書面の写し 

□ 配置予定技術者が営業所の専任技術者でないことを証する書面の写し 

□ 配置予定技術者との雇用関係を証する書面の写し 

□ 監理技術者資格者証の写し及び「監理技術者講習修了証」の写し 

(ｳ)技術資料に関するもの 

□ 様式９ 技術資料（表紙） 

□ 様式 12 評価点申請一覧（給排水衛生設備工事） 

□ 様式 15 企業の施工能力・地域貢献度等 

□ 様式 16 配置予定技術者の能力 

□ 添付資料 
同種・類似工事の施工実績若しくは施工経験に係る根拠書類 

※設定されている条件（構造、請負金額、延床面積、配置予定技術者の氏名・



 

□ 契約書の写し、又は工事カルテ（CORINS）の写し 

□ 
当該工事の概要が記された設計図書の写し・図面等（同種工事又は類似工事の条件を確

認できる書類） 

□ 主任技術者等通知書 

２ 設計図書の交付時に必要な書類 

□ 様式 17 貸与品借用書 

□ 様式 18 貸与品返納書 

３ 入札書提出時に必要な書類 

□ 様式 22 工事費内訳書（給排水衛生設備工事） 
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